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1．化学物質の同定情報 

1.1 物質名 : α-メチルスチレン 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 : 3-5 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-335 

1.4 CAS登録番号 : 98-83-9  

1.5 構造式  
C CH2H3C

 

1.6 分子式 : C9H10 

1.7 分子量 : 118.18 
 

 

2．一般情報 
2.1 別 名 

2-フェニルプロぺン、イソプロペニルベンゼン 

 

2.2 純 度 

99%以上 (一般的な製品)     (化学物質評価研究機構, 2002) 
 

2.3 不純物 

スチレン (一般的な製品)     (化学物質評価研究機構, 2002) 
 

2.4 添加剤または安定剤 

4-tert-ブチルカテコール (重合禁止剤) (一般的な製品)  (化学物質評価研究機構, 2002) 
 

2.5 現在の我が国における法規制 
化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

化学物質審査規制法：第三種監視化学物質 

消防法：危険物第四類第二石油類 

労働安全衛生法：危険物引火性の物 

名称等を通知すべき危険物及び有害物 

海洋汚染防止法：有害液体物質 Y 類 

船舶安全法：引火性液体類  

航空法：引火性液体  

港則法：引火性液体類 
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3．物理化学的性状 

外 観：無色液体          (IPCS, 2004) 

融 点：-23℃          (IPCS, 2004) 

沸 点：164℃          (IPCS, 2004) 

引 火 点：54℃          (IPCS, 2004) 

      45℃ (密閉式)         (Gangolli, 1999) 

発 火 点：574℃          (IPCS, 2004 ; NFPA, 2002) 

爆 発 限 界：0.9～6.6 vol % (空気中)        (IPCS, 2004) 

0.8～11.0 vol % (空気中)        (NFPA, 2002) 

比   重：0.91          (IPCS, 2004) 

蒸 気 密 度：4.07 (空気 = 1、計算値) 

蒸 気 圧：300 Pa (20℃)、1.5 kPa (30℃)       (Verschueren, 2001) 

分 配 係 数：ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数 log Kow = 3.48 (測定値)、3.44 (推定値) (SRC:KowWin , 2006) 

解 離 定 数：解離基なし 

スペクトル：主要マススペクトルフラグメント 

m/z 118 (基準ピーク= 1.0)、103 (0.58)、91 (0.21)  (NIST, 1998) 

吸 脱 着 性：土壌吸着係数 Koc = 820 (推定値)              (SRC:PcKocWin, 2006) 

溶 解 性：水：0.12 g/L (20℃)         (IPCS, 2004) 

アルコール：可溶 

アセトン、四塩化炭素：混和              (U.S. NLM:HSDB, 2006) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数：258 Pa･m3/mol (2.55×10-3 atm･m3/mol) (25℃、測定値) (SRC:HenryWin, 2006) 

換 算 係 数：(気相、20℃) 1 ppm = 4.92 mg/m3、1 mg/m3 = 0.203 ppm (計算値) 

そ の 他：重合しやすい               (IPCS, 2004) 
 

 

4．発生源情報 

4.1 製造・輸入量等 

α-メチルスチレンの 2000 年から 2002 年までの 3 年間の製造量、輸入量等を表 4-1 に示す (製

品評価技術基盤機構, 2004)。2003 年以降の情報は得られていない。 

 

表 4-1 α-メチルスチレンの製造・輸入量等 (トン) 
年 2000 2001 2002 

製造量 35,000 37,000 34,000 
輸入量 1,000 1,000 1,000 
輸出量 6,000 7,000 6,000 
国内供給量 1) 30,000 31,000 29,000 

 (製品評価技術基盤機構, 2004) 
1) 国内供給量＝製造量＋輸入量－輸出量とした。 
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4.2 用途情報 

α-メチルスチレンの用途及びその使用割合を表 4-2 に示す (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

α-メチルスチレンは、重合原料として使用され、主に ABS (アクリロニトリルブタジエンス

チレン) 樹脂の耐熱・耐衝撃性の強化剤として、また、ポリエステル樹脂、アルキッド樹脂の

改良剤としてそれぞれ使用される。 

 

表 4-2 α-メチルスチレンの用途別使用量の割合 

用途 
割合 

(%) 

ABS 樹脂の耐熱・耐衝撃性

の強化剤 
85 

重合原料 
ポリエステル樹脂、アルキ

ッド樹脂の改良剤 
15 

合計 100 
(製品評価技術基盤機構, 2004) 

 

 

4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 16 年度届出排出量及び移動量並びに届出外排出

量の集計結果」(経済産業省, 環境省, 2006) (以下、2004 年度 PRTR データ) によると、α-メチ

ルスチレンは 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 37 トン、公共用水域へ 38 kg 排出され、

廃棄物として 76 トン、下水道に 36 kg 移動している。土壌への排出はない。また届出外排出量

としては対象業種、非対象業種、家庭、移動体からの排出量は推計されていない。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2004 年度 PRTR データに基づき、α-メチルスチレンの届出対象業種別の排出量と移動量を

表 4-3 に示す (経済産業省, 環境省, 2006)。 

届出対象業種からのα-メチルスチレンの排出量のうち、ほとんどは化学工業からの大気への

排出である。また、全体的に環境への排出量より、むしろ廃棄物としての移動量のほうが多い。 

 

表 4-3 α-メチルスチレンの届出対象業種別の排出量及び移動量 (2004 年度実績) (トン/年) 
届出 排出量合計 

排出量 移動量 
業種名 

大気 
公共用

水域 
土壌 廃棄物 下水道 

排出計 2) 
割合 

(%) 

化学工業 37 ＜0.5 0 72 ＜0.5 37 100 

石油製品・石炭 
製品製造業 

＜0.5 0 0 ＜0.5 0 ＜0.5 0 

プラスチック 
製品製造業 

＜0.5 0 0 0 0 ＜0.5 0 

倉庫業 0 0 0 4 0 0 0 

その他 1) ＜0.5 0 0 0 0 ＜0.5 0 
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届出 排出量合計 

排出量 移動量 
業種名 

大気 
公共用

水域 
土壌 廃棄物 下水道 

排出計 2) 
割合 

(%) 

合計 2) 37 ＜0.5 0 76 ＜0.5 37 100 

(経済産業省, 環境省, 2006) 
1)「その他」には、上記以外の届出対象業種の合計排出量を示した。 
2) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
0.5 トン未満の排出量及び移動量はすべて「＜0.5」と表記した。 

 

 

4.3.2 その他の排出源 

2004 年度 PRTR データで推計対象としている以外のα-メチルスチレンの排出源に関する情

報については、調査した範囲では得られていない。 

 

4.4 環境媒体別排出量の推定 

各排出源におけるα-メチルスチレンの環境媒体別排出量を表 4-4 に示す (経済産業省, 環境

省, 2006)。 

α-メチルスチレンの環境媒体別排出量については、対象業種の届出外事業者、非対象業種、

家庭、移動体のいずれからも排出が推計されていないことから、届出排出量を環境媒体別の排

出量とする。 

以上のことからα-メチルスチレンは大気へ 37 トン、公共用水域へ 38 kg 排出される。また、

土壌への排出はない (経済産業省, 環境省, 2006)。 

ただし、廃棄物としての移動量及び下水道への移動量については、各処理施設における処理

後の環境への排出を考慮していない。 

 

表 4-4 α-メチルスチレンの環境媒体別排出量 (2004 年度実績)(トン/年) 
排出区分 大気 公共用水域 土壌 

対象業種届出 37 0.038 0 

(経済産業省, 環境省, 2006) 

 

 

また、公共用水域への排出量 38 kg については、すべて海域への排出として届け出られてい

る (経済産業省, 2006)。 

 

4.5 排出シナリオ 

日本化学工業協会加盟企業のうち化学工業製品を製造・使用していると考えられる企業を対

象として実施している調査によると、2003 年度のα-メチルスチレンの製造段階での排出量は

大気へ 3 トンであり、公共用水域及び土壌への排出はないと報告されている (日本化学工業協

会, 2005)。 

また、α-メチルスチレンの使用段階での排出については、主に ABS 樹脂の耐熱・耐衝撃性

の強化に使用されているという用途情報及び 2004 年度 PRTR データ等から判断して、その多く
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は、化学工業における重合原料としての使用に伴う大気への排出と考えられる。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、α-メチルスチレンと OH ラジカルとの反応速度定数は 5.20×10-11 cm3/

分子/秒 (25℃、測定値) である (SRC:AopWin, 2006)。OH ラジカル濃度を 5×105～1×106 分子

/cm3 とした時の半減期は 4～7 時間と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

対流圏大気中では、α-メチルスチレンとオゾンとの反応速度定数は 1.40×10-16 cm3/分子/秒 

(25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2006)。オゾン濃度を 7×1011 分子/cm3 とした時の半減期

は 2 時間と計算される。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンと硝酸ラジカルとの反応性に関する報告は得られて

いない。 

 

d. 直接光分解性 

対流圏大気中では、α-メチルスチレンは太陽光 (波長 295 nm 以上) を吸収するので直接光分

解する可能性がある (U.S. NLM:HSDB, 2006)。 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

α-メチルスチレンには、加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解

されない (U.S. NLM:HSDB, 2006)。 

 

5.2.2 生分解性 

α-メチルスチレンは、揮発性物質用改良型培養瓶を用いた化学物質審査規制法に基づく好気

的生分解性試験では、被験物質濃度 100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 2 週間の条件

において、生物化学的酸素消費量 (BOD) 測定での分解率は 0%であり、難分解性と判定されて

いる (通商産業省, 1979)。 

しかし、ゴム製造工場周辺の排水中などから分離されたシュードモナス属の微生物

[Pseudomonas convexa S107B1 (Omori et al., 1975) や Ps. aeruginosa DS 13 (Bestetti et al., 1989)]

は、α-メチルスチレンを炭素源として代謝する。α-メチルスチレンは、1,2-ジヒドロキシ-3-

イソプロペニル-3-シクロへキセンなどの中間代謝物を経て、さらに meta-開裂などにより分解

されるとの報告がある (Warhurst and Fewson, 1994)。 

以上のことから、α-メチルスチレンは、好気的条件下では生分解され難いが、特定の微生物
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により生分解される可能性がある。 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンの嫌気的生分解性に関する報告は得られていない。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンの下水処理による除去に関する報告は得られていな

い。 

 

5.3 環境水中での動態 

α-メチルスチレンは、蒸気圧が 300 Pa (20℃)、水に対する溶解度が 0.12 g/L (20℃)、ヘンリ

ー定数が 258 Pa･m3/mol (25℃) である (3 章参照)。ヘンリー定数を基にした水中から大気中への

α-メチルスチレンの揮散性に関する報告があり、水深 1 m、流速 1 m/秒、風速 3 m/秒のモデル

河川での半減期は 4 時間、水深 1 m、流速 0.05 m/秒、風速 0.5 m/秒のモデル湖水での半減期は

4 日と推算されている (Lyman et al., 1990)。α-メチルスチレンの土壌吸着係数 (Koc) の値は 820 

(3 章参照) であるので、水中の懸濁物質及び底質には吸着されやすいと推定される。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中にα-メチルスチレンが排出された場合は、水中の

懸濁物質に吸着された一部は底質に移行すると推定されるが、主に揮散により水中から大気中

に移行すると推定される。 

 

5.4 生物濃縮性 

α-メチルスチレンは、化学物質審査規制法に基づくコイを用いた 8 週間の濃縮性試験では、

水中濃度が 0.3 mg/L及び 0.03 mg/Lにおける濃縮倍率はそれぞれ 15～140及び 12～113であり、

濃縮性がない、または低いと判定されている (通商産業省, 1979)。 

 

 

6．環境中の生物への影響 

6.1 水生生物に対する影響 

6.1.1 微生物に対する毒性 

α-メチルスチレンの微生物に対する毒性試験結果を表 6-1 に示す。 

細菌のシュードモナスについて報告されており、増殖阻害を指標とした 18 時間 EC10 は 283 

mg/L であった (Huel, 未発表)。 

 

表 6-1 α-メチルスチレンの微生物に対する毒性試験結果 
生物種 温度 

(℃) 
エンドポイント 濃度 

(mg/L)
文献 

細菌 
Pseudomonas putida 
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) 

ND 18 時間 EC10 増殖阻害 283 
(n) 

Huel, 未発表 

ND: データなし 
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6.1.2 藻類に対する毒性 

α-メチルスチレンの藻類に対する毒性試験結果を表 6-2 に示す。 

淡水緑藻のセレナストラムを用いた生長阻害試験について報告されており、バイオマス及び

生長速度によって算出された 72 時間 EC50 はそれぞれ 2.56 mg/L、6.88 mg/L、72 時間 NOEC は

それぞれ 0.172 mg/L、0.396 mg/L であった (環境庁, 1997a)。この試験では助剤として界面活性

剤 (HCO-30) が使われており、揮発性を考慮して閉鎖系で試験を実施した結果、測定した被験

物質濃度は暴露開始時では設定濃度に対して 79～90％であったが、終了時では 41～47％に低下

したため、結果は暴露開始時の測定濃度を基に算出した。また、同じセレナストラムを用いて

上記と異なる助剤を用いて実施した試験で、生長速度によって算出された 72 時間 EC50 及び

NOEC は、それぞれ 52.6 mg/L、40.0 mg/L であったとの報告があるが (Environment Agency of 

Japan, 1995)、上記結果と大きな違いがある。2 つのデータの差は、前者はα-メチルスチレンの

揮発性が考慮されているが、後者ではそれが考慮されていないことによるものと考えられる。 

調査した範囲内では、海産種に関する試験報告は得られていない。 

 

表 6-2 α-メチルスチレンの藻類に対する毒性試験結果 
生物種 試験 

方式 
温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度 
(mg/L) 

文献 

淡水 
OECD 

201 
止水 

閉鎖系 
助剤 2) 

23±2  
72 時間 EC50 

24-48 時間 EC50 

24-72 時間 EC50 

0-72 時間 EC50
3)

 

72 時間 NOEC 
24-48 時間 NOEC 
24-72 時間 NOEC 
0-72 時間 NOEC3) 

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
生長速度 
生長速度 

 
2.56 
7.21 
6.94 
6.88 

0.172 
2.87 
2.87 

0.396 
(m) 4) 

環境庁, 1997a Selenastrum 
capricornutum1) 
(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

OECD 
201 
止水 
助剤 5) 

ND  
72 時間 EC50 
72 時間 NOEC 

生長阻害 
生長速度 
生長速度 

 
52.6 
40 
(m) 

Environment 
Agency of Japan, 
1995 

ND: データなし、(m): 測定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある

状態 
1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、2) メチルセロソルブ (10 mg/L) + HCO-30 (10 mg/L )、3) 文献を

もとに再計算した値、4) 暴露開始時の測定濃度をもとに算出した値、5) DMSO＋HCO-40 (9:1) 

 

 

6.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

α-メチルスチレンの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 6-3 に示す。 

無脊椎動物に対するα-メチルスチレンの影響については、オオミジンコを用いた急性毒性及

び繁殖試験報告がある。これらの試験では助剤として界面活性剤 (HCO-30、HCO-40 あるいは

HCO-60) が使われている。オオミジンコに対する 48 時間 EC50 (遊泳阻害) は 2.62 mg/L (環境庁, 

1997b) 及び 54 mg/L (Environment Agency of Japan, 1995) であり、得られた結果に大きな違いが

ある。2 つのデータの差は、前者はα-メチルスチレンの揮発性が考慮され、毒性値の算出も測
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定濃度により行われているが、後者ではそれが考慮されていないことによるものと考えられる。 

長期毒性として、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 EC50 は 1.11 mg/L (環境庁, 1997c)

及び 4.7 mg/L (Environment Agency of Japan, 1995)、NOEC はそれぞれ 0.401 mg/L 及び 1.8mg/L

であった 。両データの違いは急性毒性試験と同様に、後者では揮発性が考慮されていないこと

によるものと考えられる。 

調査した範囲内では、海産種に関する試験報告は得られていない。 

 

表 6-3 α-メチルスチレンの無脊椎動物に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階 
試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
OECD 

202 
GLP 

半止水 
密閉 
助剤 1) 

19.6-
20.9

65 7.7-
8.1 

48 時間 EC50 

遊泳阻害 
2.62 
(m) 

環 境 庁 , 
1997b 

OECD 
202 

半止水 
助剤 2) 

ND ND ND 48 時間 EC50 

遊泳阻害 
54 
(n) 

Environment 
Agency of 
Japan, 1995

OECD 
211 
GLP 

半止水 
密閉 
助剤 3) 

19.3-
20.8

65 7.0-
8.2 

21 日間 EC50 

21 日間 NOEC 

繁殖 

1.11 
0.401 
(m) 

環 境 庁 , 
1997c 

Daphnia magna 
(甲殻類、ｵｵﾐｼﾞ

ﾝｺ) 
 

生後 
24 時間

以内 
 

OECD 
202 

半止水 
助剤 4) 

ND ND ND 21 日間 EC50 

21 日間 NOEC 

繁殖 

4.7 
1.8 
(n) 

Environment 
Agency of 
Japan, 1995

ND: データなし、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、密閉: 試験容器上端まで試験液を満たしてヘッドスペース

はない状態 
1) メトキシエタノール (50 mg/L) + HCO-30 (50 mg/L )、2) DMSO (80 mg/L) + HCO-40 (20 mg/L)、3) DMF (15 
mg/L) + HCO-60 (15 mg/L)、4) DMSO (44.8 mg/L) + HCO-40 (11.2 mg/L)  

 

 

6.1.4 魚類に対する毒性 

α-メチルスチレンの魚類に対する毒性試験結果を表 6-4 に示す。 

淡水魚の急性毒性としては、メダカに対する 96 時間 LC50 は 7.28 mg/L (環境庁, 1997d) 及び

15 mg/L (Environment Agency of Japan, 1995) であった。これらの試験では助剤とし界面活性剤 

(HCO-40 あるいは HCO-30) が使用されている。2 つのデータの差は、前者はα-メチルスチレ

ンの揮発性が考慮され、毒性値の算出も測定濃度により行われているが、後者ではそれが考慮

されていないことによるものと考えられる。また、メダカの 14 日間延長毒性試験では、摂餌低

下を指標とした NOEC が 1.04mg/L であった (環境庁, 1997e)。ゴールデンオルフェに対する 48

時間 LC50 は 28 mg/L であったという報告もあるが (Huel, 未発表)、実験条件等は不明である。 

調査した範囲内では、長期毒性及び海水魚に関する試験報告は得られていない。 
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表 6-4 α-メチルスチレンの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/

成長段階 
試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
pH エンドポイント 濃度

(mg/L) 
文献 

急性毒性 淡水 
1.81 cm
0.101 g 

OECD 
203 
GLP 

半止水 
密閉 
助剤 1) 

24±1 61 7.3-
7.8 

96 時間 LC50 7.28 
(m) 

環 境 庁 , 
1997d 

ND OECD 
203 

半止水 
助剤 2) 

ND ND ND 96 時間 LC50 15 
(n) 

Environment 
Agency of 
Japan, 1995 

Oryzias latipes 
(ﾒﾀﾞｶ) 

1.97 cm
0.135 g 

OECD 
204 
GLP 
流水 
助剤 3) 

24±2 61 7.4-
7.9 

14 日間 LC50 

14 日間 NOEC 
摂餌低下 

>6.78 
1.04 
(m) 

環 境 庁 , 
1997e 

Leuciscus idus 
(ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｵﾙﾌｪ、
ｺｲ科) 

ND DIN4) 
止水 

ND ND ND 48 時間 LC50 28 
(n) 

Huel, 未 発

表 

ND: データなし、(m): 測定濃度、(n): 設定濃度、密閉: 試験容器上端まで試験液を満たしてヘッドスペース

はない状態 
1) メチルセロソルブ (3-48 mg/L) + HCO-30 (3-48 mg/L )、2) DMSO (80 mg/L) + HCO-40 (20 mg/L)、3) メチル

セロソルブ (16 mg/L) + HCO-30 (40 mg/L)、 4 ) ドイツ規格協会 (Deutsches Institut für Normung) テストガイ

ドライン 

 

 

6.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンのその他の水生生物 (両生類等) に関する試験報告

は得られていない。 

 

6.2 陸生生物に対する影響 

6.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンの微生物 (土壌中の細菌や菌類) に関する試験報告

は得られていない。 

 

6.2.2 植物に対する毒性 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンの植物に関する試験報告は得られていない。 

 

6.2.3 動物に対する毒性 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンの動物に関する試験報告は得られていない。 

 

6.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

α-メチルスチレンの環境中の生物に対する毒性影響については、致死、遊泳阻害、生長阻害、
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繁殖などを指標に検討が行われている。海産生物や陸生生物に関する試験報告は得られていな

い。現時点で得られているα-メチルスチレンの毒性データは、ほとんどが助剤として界面活性

剤を用いた試験によるものであるが、各試験とも公定法に従って実施され、算出された LC50

や NOEC 等はいずれも水への溶解度 (0.12 g/L) 以下であり、またα-メチルスチレンの揮発性

も考慮されている試験報告については、有害性評価が可能であると判断し、評価に用いた。 

淡水緑藻のセレナストラムの生長阻害試験での 72 時間 EC50 は 2.56 mg/L (バイオマス) 及び

6.88 mg/L (生長速度) であり、これらの値は GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い有害性

を示す。また、NOEC は同じ試験で 0.396 mg/L (生長速度) であった。 

無脊椎動物について、甲殻類のオオミジンコに対する 48 時間 EC50 (遊泳阻害) が 2.62 mg/L

であり、この値は GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い有害性を示す。長期毒性につい

ては、オオミジンコの繁殖を指標とした 21 日間 NOEC が 0.401 mg/L であった。 

魚類に対する急性毒性については、メダカに対する 96 時間 LC50 が 7.28 mg/L であり、この

値は GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い有害性を示す。魚類の長期毒性についての試

験報告は得られていない。 

 

以上から、α-メチルスチレンの水生生物に対する急性毒性は、藻類、甲殻類及び魚類に対し

て GHS 急性毒性有害性区分 II に相当し、強い有害性を示す。長期毒性についての NOEC は、

藻類では 0.396 mg/L、甲殻類では 0.401 mg/L である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、藻類であるセレナストラムの生長阻

害を指標とした 72 時間 NOEC の 0.396 mg/L である。 
 

 

7．ヒト健康への影響 

7.1 生体内運命 

a. 吸収 

ボランティア 8 人にα-メチルスチレンの原液 0.1 mL を 8～10 分間経皮適用し、経皮吸収速

度を測定した結果、19.5 mg/cm2/時間であったとの報告がある (Aizvert, 1979)。 

 

b. 代謝及び排泄 

α-メチルスチレンの動物における代謝経路を図 7-1 に示す。 

α-メチルスチレンの代謝と排泄について、同一の試験で報告されている。14C-α-メチルスチ

レン 11 mg/kg をラットに静脈内投与した結果、24 時間以内に投与放射能の 76%、72 時間後に

は 86%が尿中から排泄された。また、その他の排泄経路として、72 時間後で糞中に 2％、呼気

中の揮発性有機体として 2%、二酸化炭素として 0.02%が排泄された。一方、72 時間後の体内

残留はわずか 0.3%で、皮膚＞小腸＞肝臓＞盲腸の順で放射能の残留がみられた。また、尿中代

謝物について 48 時間後まで経時的に調べた結果、2-フェニル-1,2-プロパンジオール (尿中放射

能の 3%) 及びそのグルクロニド (同 50%)、アトロラクチン酸 (同 27%)、メルカプツール酸の

S-(2-ヒドロキシ-2-フェニルプロピル)-N-アセチルシステイン (同 13%)、2-フェニルプロピオン

酸 (同 1%) が検出された。さらに、ヒト肝臓切片を用いて代謝を検討したところ、ラットの尿
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中代謝物と同様の化合物が検出されたが、5 時間の培養で主要な代謝物は 2-フェニル-1,2-プロ

パンジオール (添加した放射能の 25%) であり、2-ヒドロキシ-2-フェニルプロピオン酸及び 2-

フェニルプロピオン酸はそれぞれ放射能の約 1%、残り 2 物質は 0.3%未満であった。これらの

結果から、著者らは本物質の代謝経路を図 7-1 のように推定している (De Costa et al., 2001)。 

 

CH3

α-メチルスチレン

O

CH3

α-メチルスチレンエポキシド

O
CH3

OH
OH

CH3

OH
S

N
H

O

OH

O

OH

O
CH3

2-フェニルプロピオン酸

H

O
CH3

2-フェニルプロピオンアルデヒド
OH

CH3

OH

2-フェニル- 1,2-プロパンジオール

O-gulc
CH3

OH

2-フェニル- 1,2-プロパンジオール
グルクロニド

UDPGT
グルクロン酸抱合

アトロラクチン酸 S-(2-ヒドロキシ -2-フェニルプロピル )
-N-アセチルシステイン

シトクロム P450

エポキシヒドラーゼ
グルタチオン抱合

[α-ヒドロキシメチルフェニル-S-グルタチオン]

1, 2-水素転移

 

図 7-1 α-メチルスチレンの代謝経路図 (出典：De Costa et al., 2001) 

 

 

7.2 疫学調査及び事例 

α-メチルスチレンの疫学調査及び事例を表 7-1 に示す。 

a. 急性影響 

4 人のボランティアが一定のα-メチルスチレン濃度に保った部屋に入ったときに受けた、臭

い、眼や鼻への刺激を調べた試験で、492 mg/m3 で不快を感じない程度の臭いを感じ、984 mg/m3

で眼に対して軽度の刺激と不快臭、2,952 mg/m3 で眼に対して強度の刺激と刺激臭があったと報

告されている (Wolf et al., 1956)。 

ボランティアにα-メチルスチレン蒸気 0.04、0.08、0.1、0.6 mg/m3 を 15～20 分間吸入暴露し

た試験で、臭いに敏感な人 3 人については 0.1 mg/m3 以上で眼の光感受性の変化と脳波測定に

よるα波の変化がみられたと報告されている (Minaev, 1966)。 

 



 

 12

b. 慢性影響 

ゴム合成プラントの労働者 658 人のうち、33 人が職業暴露によって皮膚炎、湿疹、光過敏症

がみられ、α-メチルスチレンが原因物質の一つとして報告されている (EPA/OTS, 1988)。また、

α-メチルスチレンの職業暴露が原因の接触皮膚炎患者 128 人を調査したところ、大多数 (123

人) が顔、首など、上体部の外に出ている部分がα-メチルスチレンに接触したことによると考

えられたが、残りの 5 人では、炎症が胸部や腹部、そして大腿部にまでみられ、衣服と通して

接触した可能性があった。また、94 人では炎症は手掌及び前腕でのみみられた。著者らはこれ

らの症状をα -メチルスチレンの接触による皮膚感作性が原因であると結論している 

(EPA/OTS, 1988)。 

ロシア人作業者の職業暴露によって肝臓機能障害、ビタミン B12 の欠乏、免疫学的変化がα-

メチルスチレンによる影響として報告されている (Sandmeyer, 1981)。 

 

表 7-1 α-メチルスチレンの疫学調査及び事例 
対象集団性別・人数 暴露状況/暴露量 結 果 文 献 

ボランティア 
4 人 

一定のα-メチルスチレン

濃度に保った部屋に入っ

たときに受けた、臭い、眼

や鼻への刺激を調べた試

験 

492 mg/m3: 不快を感

じない程度の臭い 
984 mg/m3: 眼に対し

て軽度の刺激、不快臭

2,952 mg/m3: 眼に対

して強度の刺激、刺激

臭 

Wolf et al., 1956 

ボランティア 吸入暴露試験 
0.04、0.08、0.1、0.6 mg/m3

15～20 分間 

0.1 mg/m3 以上:  
臭いに敏感な人 3 人

に対して眼の光感受

性の変化、脳波測定に

よるα波の変化 

Minaev, 1966 

ゴム合成プラント労働者 
658 人 

職業暴露 33 人: 皮膚炎、湿疹、

光過敏症 
EPA/OTS, 1988 

α-メチルスチレン暴露によ

る接触性皮膚炎患者 
128 人 

職業暴露 123 人は顔、首など、

上体部の外に出てい

る部分がα-メチルス

チレンに接触したこ

とによると考えられ

たが 5 人については

胸部や腹部、そして大

腿部にまで炎症がみ

られ、衣服を通して接

触した可能性がみら

れた。 
94 人：手掌及び前腕

でのみ炎症 

EPA/OTS, 1988 

ロシア人作業者 職業暴露 肝臓機能障害、ビタミ

ン B12 の欠乏、免疫学

的変化 

Sandmeyer, 1981 

 

 

7.3 実験動物に対する毒性 

7.3.1 急性毒性 

α-メチルスチレンの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 7-2 に示す (EPA/OTS, 1987; 
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Wolf et al., 1956)。 

マウス及びラットにα-メチルスチレンを経口投与した急性毒性試験で、LD50 はマウスで 4,500 

mg/kg、ラットで 4,900～5,900 mg/kg であった。一方、吸入暴露での LC50 は報告されていない

ものの、モルモットにα-メチルスチレンを 6 時間吸入暴露した試験での LCLo は 3,000 ppm 

(14,490 mg/m3) であった (OECD/UNEP, 1998)。 

ラット各 5 匹にα-メチルスチレン原液 4、8、16 mL/kg (3,448、6,896、13,792 mg/kg) を強制

経口投与した試験で、4 mL/kg 群で投与直後にケージの底に口を擦る動作、1 日後によろめき歩

行がみられ、8 mL/kg 群では 10 分後に自発運動低下、1 日後に衰弱、よろめき歩行の症状がみ

られ、2 日後までに 4/5 例が死亡した。16 mL/kg 群では 10 分後に自発運動低下、30 分後によろ

めき歩行、1 時間 30 分後に衰弱がみられ、1 日以内にすべてのラットが死亡した。また、剖検

では、死亡例で肺の点状出血、肝臓及び脾臓の斑状模様、胃の液体またはガスによる膨満、幽

門の白色化、腸の黄色化、腸の液体またはガス充満、腎臓のうっ血、膀胱の膨満がみられ、生

存例では、肝臓の斑状模様がみられた (EPA/OTS, 1987)。 

SD ラットにα-メチルスチレン原液 7,940、10,000、12,600、15,800 mg/kg を強制経口投与

した試験で、10,000 mg/kg で 1/5 例、12,600 mg/kg 以上で 2/5 例が死亡した。また、すべて

の死亡例では投与 1～4 日後までに自発運動低下、衰弱、虚脱、肺の出血、肝臓の変色、胃

腸炎、摂餌量減少がみられた。一方、生存例では投与 2～5 日後に自発運動低下、摂餌量減

少がみられ、7 日後には肺のうっ血がみられた (EPA/OTS, 1992)。 

ラット 6 匹にα-メチルスチレン蒸気 12,300 mg/m3 (2,500 ppm、20℃) に 8 時間吸入暴露した試験

で、5 分以内に閉瞼、1 時間 30 分以内に協調運動失調、4 時間以内に衰弱、5 時間以内に感覚消失が

みられ、7 時間以内に 2/6 例が死亡した (EPA/OTS, 1987)。 

ウサギ各 7 匹にα-メチルスチレン原液 8、16 mL/kg (6,896、13,792 mg/kg) を経皮投与した試験

で、8 mL/kg 以上で投与部位の紅斑、16 mL/kg 群で 9 日目までに 3/7 例が投与部位の皮膚の硬化と鱗

状化、けいれんがみられており、3/7 例が死亡した。死亡例の剖検では、脾臓及び腎臓のうっ血がみ

られた (EPA/OTS, 1987)。 

ウサギにα-メチルスチレン 3,160、5,010、7,940 mg/kg を経皮投与した試験で、3,160 mg/kg

以上で、自発運動の低下、摂餌量減少、軽度の体重増加抑制がみられ、7,940 mg/kg 群では 4 日

後に 1/1 例が死亡し、この死亡例の剖検では、肝臓の変色及び斑状模様、胆のうの肥大、腎臓

の変色、胃腸炎がみられた (EPA/OTS, 1992)。 

 

表 7-2 α-メチルスチレンの急性毒性試験結果 
 マウス ラット モルモット 

経口 LD50 (mg/kg) 4,500 4,900-5,900 ND 
吸入 LC50 (mg/m3) ND ND ND 
経皮 LD50 (mg/kg) ND ND ND 

ND: データなし   

 

 

7.3.2 刺激性及び腐食性 

α-メチルスチレンの実験動物に対する刺激性及び腐食性試験結果を表 7-3 に示す。 
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ウサギの皮膚にα-メチルスチレン原液 0.5 mL を 24 時間閉塞適用した試験で、1 時間後にわ

ずかな紅斑、24 時間後には重度の紅斑と浮腫 (適用部位を越えた範囲に及ぶ) や水疱形成がみ

られ、皮膚に対する腐食性を有すると報告されている (Monsanto, 1992)。 

ウサギの眼にα-メチルスチレン原液を 0.1 mL を単回適用した試験で、10 分後に流涙、1 時

間後に軽度～中等度の発赤とわずかな浮腫、24 時間後にわずかな発赤がみられたが、48 時間後

には完治したことから、眼に対する軽度の刺激性を有すると報告されている (Monsanto, 1992)。 

 

表 7-3 α-メチルスチレンの刺激性及び腐食性試験結果 

動物種等 
試験法 

投与方法 
投与期

間 
投与量 結 果 文献 

ウサギ 
雌雄混合 
3 匹/群 

皮膚 
閉塞適用 
ドレイズ法 

24 時間 0.5 mL 
(原液) 

1時間後: わずかな紅斑 
24時間後:激しい紅斑や

浮腫 (適用部位を越えた

範囲に及ぶ)、水疱形成 
 
皮膚腐食性あり 
ドレイズの評点(適用24
時間後)：8.0/8.0 

Monsanto, 1992 

ウサギ 
雌雄混合 
3 匹/群 

眼 
ドレイズ法 

単 回 適

用 
0.1 mL 
(原液) 

0分後: 流涙 
1時間後: 軽度～中等度

の発赤、わずかな浮腫、

流涙 
24時間後: わずかな発赤 
48時間後にはすべて回復 
 
軽度の刺激性あり 
ドレイズの評点 (適用24
時間後)：8/110 

Monsanto, 1992 

 

 

7.3.3 感作性 

調査した範囲内では、α-メチルスチレンの感作性に関する試験報告は得られていない。 

 

7.3.4 反復投与毒性 

α-メチルスチレンの実験動物に対する反復投与毒性試験結果を表 7-4 に示す。 

a. 経口投与 

雌雄のSDラットにα-メチルスチレン 0、40、200、1,000 mg/kg/日をOECDテストガイドライ

ン421に準じ、交配14日前から雄は43日間、雌は妊娠、分娩を経て哺育3日目まで強制経口投与

した簡易生殖毒性試験で、200 mg/kg/日以上の雌雄で、肝臓、腎臓の絶対重量及び相対重量増

加、肝細胞の好酸性変化、雄ではアラニンアミノトランスフェラーゼ (ALT) の上昇、雌では

胸腺の萎縮がみられた。1,000 mg/kg/日の雌雄では体重増加抑制、副腎束状帯の脂肪滴増加がみ

られ、雄では摂餌量減少、尿細管上皮の硝子滴の増加及び好塩基性変化、膀胱の結石形成及び

粘膜上皮の過形成、尿素窒素濃度の上昇、カリウム濃度の上昇及び中性脂肪濃度の低下がみら

れ、1例が膀胱結石による尿閉で死亡した。雌では尿細管上皮の空胞化、リンパ球浸潤がみられ、

うち2例では一般毒性に起因すると考えられる哺育機能障害がみられた (7.3.5参照)。著者らは
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この試験でのNOELを40 mg/kg/日としている (厚生省, 1996a)。したがって、肝臓と腎臓の絶対

重量及び相対重量増加、肝細胞の好酸性変化を指標として、本評価書ではNOAELを40 mg/kg/

日と判断する。 

 

b. 吸入暴露 

雌雄の B6C3F1 マウスにα-メチルスチレン 0、600、800、1,000 ppm (0、2,946、3,928、4,910 mg/m3)

を 6 時間/日、5 日/週の頻度で 12 日間吸入暴露した試験で、暴露開始 1 日後に 600 ppm の雌で

1/18 例、800 ppm の雌で 10/18 例、1,000 ppm の雌で 5/24 例が死亡した。また、暴露 12 日後に

600 ppm 以上の雌雄で肝臓の相対重量増加、脾臓の相対重量減少、雄で体重増加抑制がみられ

た (Morgan et al., 1999)。 

雌雄の B6C3F1 マウスにα-メチルスチレン 0、75、150、300、600、1,000 ppm (0、368、737、

1,473、2,946、4,910 mg/m3) を 6 時間/日、5 日間/週の頻度で 13 週間吸入暴露した試験で、75 ppm

以上で雌雄の群に鼻部粘液分泌腺の萎縮及び過形成、嗅上皮の萎縮及び化生、雌の群に体重増

加抑制 (150 ppm、600 ppm を除く)、150 ppm 以上で雄の群に嗅上皮の硝子変性、300 ppm 以上

で雌雄の群に肝臓相対重量の増加、600 ppm 以上で雌雄の群に小葉中心性肝細胞肥大、雄に体

重増加抑制、雌に肝臓絶対重量の増加、性周期の長期化、1,000 ppm 群では雌 2 匹が暴露 3 日

後に死亡し、雌雄に運動失調、雄に肝臓絶対重量の増加、中等度から重度の鎮静がみられた (U.S. 

NTP, 2007)。この試験データは、2007 年 9 月現在、「Draft Report」として NTP から公表されて

いるものであり、最終報告書の公表を待つ必要があるが、本評価書では最終報告書公表後の修

正を前提に、暫定的にエンドポイントを設定する。最低用量の 75 ppm で鼻部粘液分泌腺の萎

縮及び過形成、嗅上皮の萎縮及び化生、体重増加抑制がみられているため NOAEL は求められ

ず、暫定的な LOAEL を 75 ppm (368 mg/m3) と判断する。 

雌雄の F344 ラット及び雄 NBR ラットにα-メチルスチレン 0、125、250、500 ppm (0、614、

1,228、2,455 mg/m3) を 6 時間/日の頻度で連続 9 日間吸入暴露した試験で、250 ppm 以上の雄

F344 ラットに尿細管上皮の硝子滴増加がみられた (Morgan et al., 1999)。 

雌雄の F344 ラットにα-メチルスチレン 0、600、1,000 ppm (0、2,946、4,910 mg/m3) を 6 時

間/日、5 日間/週の頻度で 12 日間吸入暴露した試験で、600 ppm 以上の雌雄の群で肝臓の相対

重量増加、雄で肺及び腎臓の相対重量増加、尿細管上皮の硝子滴増加がみられた (Morgan et al., 

1999)。 

雌雄 F344 ラットにα-メチルスチレン 0、75、150、300、600、1,000 ppm (0、368、737、1,473、

2,946、4,910 mg/m3) を 6 時間/日、5 日/週の頻度で 13 週間吸入暴露した試験で、150 ppm 以上

で雄の群に肝臓重量の増加 (絶対重量増加か相対重量増加かは不明)、600 ppm 以上で雄の群に

腎臓重量の増加、雌に肝臓重量の増加、1,000 ppm で雌の群に腎臓重量の増加がみられた。ま

た、対照群を含むほぼすべての雄で、腎臓皮質及び尿細管上皮の再生と硝子滴の増加が用量依

存的にみられた (U.S. NTP, 2007)。この試験データは、2007 年 9 月現在、「Draft Report」として

NTP から公表されているものであり、最終報告書の公表を待つ必要があるが、本評価書では最

終報告書公表後の修正を前提に、暫定的にエンドポイントを設定する。150 ppm 以上の群での

肝臓重量の増加を指標として、暫定的に NOAEL を 75 ppm (368 mg/m3) と判断する。 

ラット及びモルモットにα-メチルスチレン 0、200、600、800、3,000 ppm (0、982、2,946、3,928、
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14,730 mg/m3) を 7 時間/日、5 日/週の頻度で 6 か月間吸入暴露した試験で、600 ppm 以上のラ

ットで肝臓及び腎臓の重量増加 (絶対重量増加か相対重量増加かは不明)、モルモットで肝臓重

量増加がみられた。800 ppm 以上のラットで体重増加抑制、モルモットで体重増加抑制、肝臓

及び腎臓重量増加がみられ、試験は 38 日で中止された。3,000 ppm では、試験開始 4 日後、ラ

ット、モルモットとも大部分が死亡し、試験は 4 日で中止された (Wolf et al., 1956)。 

ウサギ及びアカゲザルにα-メチルスチレン 0、200、600 ppm (0、982、2,946 mg/m3) を 7 時間/

日、5 日/週の頻度で 6 か月間吸入暴露した試験で、600 ppm のウサギで数例の死亡例があり、

体重増加抑制がみられた。しかし、アカゲザルにはα-メチルスチレン投与による影響はみられ

なかった (Wolf et al., 1956)。 

 

以上、α-メチルスチレンの反復投与毒性について、経口投与ではその主な標的器官は肝臓と

腎臓であり、肝臓及び腎臓の重量増加、肝細胞の好酸性変化と尿細管上皮の硝子滴増加がみら

れている。また、吸入暴露ではこれらの症状に加えて嗅上皮の萎縮や硝子変性、性周期の長期

化とともに、運動失調や鎮静等の神経系への影響がみられている。経口投与による反復投与毒性

の NOAEL は、ラットによる試験から 40 mg/kg/日である (厚生省, 1996a)。また、吸入暴露での

反復投与毒性については、U.S. NTP の試験データが 2007 年 9 月現在、「Draft Report」として公

表されているものであり (U.S. NTP, 2007)、最終報告書の公表を待つ必要があるが、本評価書で

はマウスを用いた試験で、最低用量の 75 ppm で鼻部粘液分泌腺の萎縮及び過形成、嗅上皮の

萎縮及び化生、体重増加抑制がみられているため、NOAEL は求められず、暫定的に LOAEL を

75 ppm (368 mg/m3) と判断する。 

 

表 7-4 α-メチルスチレンの反復投与毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ラット 
SD 
雌雄 
10 匹/群 

強制経口

投与 
OECD 

421 
簡易生殖

毒性試験 
雄 : 交配

14日前か

ら 43 日

間 
雌 : 交配

14日前か

ら哺育 3
日目まで 

0、40、200、1,000 
mg/kg/日 

200 mg/kg/日以上:  
雌雄: 肝臓、腎臓の絶対重量及び相対

重量増加、肝細胞の好酸性変化 
雄: ALT の上昇 
雌: 胸腺の萎縮 
 
1,000 mg/kg/日:  
雌雄: 体重増加抑制、副腎束状帯の脂

肪滴の増加 
雄: 摂餌量減少、尿細管上皮の硝子滴

の増加と好塩基性変化、膀胱の結石形

成、粘膜上皮の過形成、尿素窒素濃度

の上昇、カリウム濃度の上昇、中性脂

肪濃度の低下、膀胱結石による尿閉に

より 1 例死亡 
雌: 尿細管上皮の空胞化、リンパ球浸

潤 
 
NOAEL: 40 mg/kg/日 (本評価書の判

断) 

厚 生 省 , 
1996a 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
マウス 
B6C3F1 
雌雄 
各 18-24
匹/群 

吸入暴露 
(全身) 

12 日間 
5 日/週 
6 時間/日 
 

0、600、800、1,000 
ppm (0 、 2,946 、

3,928、4,910 
mg/m3) 

600 ppm:  
暴露 1 日後:  
雌: 死亡 (1/18 例) 
暴露 12 日後:  
雌雄: 肝臓相対重量増加、脾臓相対重

量減少 
雄: 体重増加抑制 
 
800 ppm:  
暴露 1 日後:  
雌: 死亡 (10/18 例) 
暴露 12 日後:  
雌雄: 肝臓相対重量増加、脾臓相対重

量減少 
雄: 体重増加抑制 
 
1,000 ppm:  
暴露 1 日後:  
雌: 死亡 (5/24 例) 
暴露 12 日後:  
雌雄: 肝臓相対重量増加、脾臓相対重

量減少 
雄: 体重増加抑制 

Morgan et al., 
1999 

マウス 
B6C3F1 
雌雄 
各 10 匹/
群 

吸入暴露 
(全身) 

13 週間 
5 日/週 
6 時間/日 
 

0、75、150、300、
600、1,000 ppm (0、
368、737、1,473、
2,946 、 4,910 
mg/m3) 

75 ppm 以上:  
雌雄: 鼻部粘液分泌腺の萎縮及び過

形成、嗅上皮の萎縮及び化生 
雌: 体重増加抑制 (150 ppm、600 ppm
群を除く) 
 
150 ppm 以上:  
雄: 嗅上皮の硝子変性 
 
300 ppm 以上:  
雌雄: 肝臓相対重量増加 
 
600 ppm 以上:  
雌雄: 小葉中心性肝細胞肥大 
雄: 体重増加抑制 
雌: 肝臓絶対重量の増加、性周期の長

期化 
 
1,000 ppm:  
暴露 3 日後:  
雌: 死亡 (2/10 例) 
雌雄: 運動失調 
雄: 肝臓絶対重量増加、中等度から重

度の鎮静 
 
「Draft Reportt」であるため、 
暫定 LOAEL: 75 ppm (368 mg/m3) (本
評価書の判断) 

U.S. NTP, 
2007 

ラット 
F344 
雌雄 
NBR 
雄 

吸入暴露 
(全身) 

9 日間 
6 時間/日 

0、125、250、500 
ppm (0 、 614 、

1,228 、 2,455 
mg/m3) 

250 ppm 以上:  
雄 F344 ラット: 尿細管上皮の硝子滴

増加 

Morgan et al., 
1999 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ラット 
F344 
雌雄 

吸入暴露 
(全身) 

12 日間 
5 日/週 
6 時間/日 
 

0、600、1,000 ppm 
(0 、 2,946 、 4,910 
mg/m3) 

600 ppm 以上:  
雌雄: 肝臓相対重量の増加 
雄: 肺、腎臓の相対重量増加、尿細管

上皮の硝子滴増加 

Morgan et al., 
1999 

ラット 
F344 
雌雄 
各 10 匹/
群 

吸入暴露 
(全身) 

13 週間 
5 日/週 
6 時間/日 
 

0、75、150、300、
600、1,000 ppm (0、
368、737、1,473、
2,946 、 4,910 
mg/m3) 

150 ppm 以上:  
雄: 肝臓重量増加 
 
600 ppm 以上:  
雄: 腎臓重量増加 
雌: 肝臓重量増加 
 
1,000 ppm:  
雌: 腎臓重量増加 
 
対照群を含むほぼすべての雄:  
腎臓皮質及び尿細管上皮の再生、硝子

滴の増加がみられた 
 
「Draft Reportt」であるため、 
暫定 NOAEL: 75 ppm (368 mg/m3) (本
評価書の判断) 

U.S. NTP, 
2007 

ラット 吸入暴露 
(全身) 

6 か月間

5 日/週 
7 時間/日 
 

0、200、600、800、
3,000 ppm (0、982、
2,946 、 3,928 、

14,730 mg/m3) 

600 ppm 以上:  
肝臓重量増加、腎臓重量増加 
 
800 ppm 以上:  
体重増加抑制 (試験日数 38 日間) 
 
3,000 ppm:  
暴露 4 日後大半が死亡したため中止 
(剖検結果なし) 

Wolf et al., 
1956 

モ ル モ

ット 
吸入暴露 
(全身) 

6 か月間

5 日/週 
7 時間/日 
 

0、200、600、800、
3,000 ppm (0、982、
2,946 、 3,928 、

14,730 mg/m3) 

600 ppm 以上:  
肝臓重量増加 
 
800 ppm 以上:  
体重増加抑制、肝臓及び腎臓重量増加 
(試験日数 38 日間) 
 
3,000 ppm:  
暴露 4 日後大半が死亡したため中止 
(剖検結果なし) 

Wolf et al., 
1956 

ウサギ 吸入暴露 
(全身) 

6 か月間

5 日/週 
7 時間/日 
 

0、200、600 ppm 
(0 、 982 、 2,946 
mg/m3) 

600 ppm:  
死亡、体重増加抑制 

Wolf et al., 
1956 

ア カ ゲ

ザル 
吸入暴露 
(全身) 

6 か月間

5 日/週 
7 時間/日 
 

0、200、600 ppm 
(0 、 982 、 2,946 
mg/m3) 

影響なし Wolf et al., 
1956 

ALT: アラニンアミノトランスフェラーゼ 

 

 

7.3.5 生殖・発生毒性 

α-メチルスチレンの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表7-5に示す。 

雌雄SDラットにα-メチルスチレン0、40、200、1,000 mg/kg/日をOECDテストガイドライン422
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に準じ、交配前14日から交配を経て雄は43日間、雌は妊娠期間を通じて哺育3日目まで強制経口

投与したOECD/反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験で、交尾率、受胎率、妊娠期間、黄体数、

着床数、着床率、出産率、分娩率に異常はみられなかった。しかし、1,000 mg/kg/日群において、

新生児の軽微な低体重がみられ、2例の雌では哺育1日目ですべての新生児死亡が確認された。

その死亡が原因で、結果として1,000 mg/kg/日群としての新生児の4日生存率低下が認められた。

しかし、出産児数、性比、出生率、外表や生存新生児の一般状態、出生後の体重増加量及び剖

検に異常はみられなかった。一方、全新生児死亡の母動物2例では、妊娠後期の著しい体重増加

抑制や分娩後の体重減少、全身状態の悪化がみられ、そのうち1例では授乳量の減少、食殺がみ

られたことから、母体毒性による哺育機能障害が考えられた。また、親動物への一般毒性は、

200 mg/kg/日以上で雌雄の肝臓及び腎臓の重量増加、胸腺の萎縮がみられ、1,000 mg/kg/日で体

重増加抑制、副腎束状帯の脂肪滴増加がみられた (7.3.4参照)。著者らは新生児死亡の原因を新

生児に対するα-メチルスチレンの直接的な毒性ではなく母動物毒性による二次的影響である

と報告しており、生殖毒性としてのNOELを1,000 mg/kg/日、発生毒性としてのNOELを200 

mg/kg/日としている (厚生省, 1996a)。 

この試験より、著者らは新生児死亡の原因を母動物への一般毒性による二次的影響と報告し

ており、本評価書でも同様に判断する。しかし、1,000 mg/kg/日群にみられた新生児の軽微な低

体重について、著者らはα-メチルスチレンによる影響と判断し、その結果をNOELに反映させ

ているが、本評価書では新生児のその後の状態に影響を及ぼさなかったため、この所見を毒性

影響と判断しない。したがって、本評価書ではα-メチルスチレンによる生殖・発生毒性は最高

用量でもみられていないと判断し、本評価書としての生殖・発生毒性のNOAELは、最高用量の

1,000 mg/kg/日以上と判断する。 

 

表 7-5 α-メチルスチレンの生殖・発生毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
SD 
雌雄 
10 匹/群 

強制経口

投与 
雄: 交配 14 日

前から  43 日

間 
雌: 交配 14 日

前から哺育 3
日目まで 

0、40、200、1,000 
mg/kg/日 

1,000 mg/kg/日:  
母動物: 全新生児死亡 2 例 (妊娠後期

の著しい体重増加抑制、分娩後の体重

減少、分娩後の全身状態の悪化、1 例で

授乳量の減少、食殺) 
児動物: 軽微な低体重 
 
NOEL:  
生殖毒性: 1,000 mg/kg/日 
発生毒性: 200 mg/kg/日  
(著者らの判断) 
NOAEL:  
生殖・発生毒性: 1,000 mg/kg/日以上  
(本評価書の判断) 

厚 生 省 ,
1996a 

 

 

7.3.6 遺伝毒性 

 α-メチルスチレンの遺伝毒性試験結果を表 7-6 に示す。 

in vitro 試験ではネズミチフス菌、大腸菌を用いた復帰突然変異試験で、S9 の添加の有無にか
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かわらず、陰性を示した (U.S. NTP, 1988; Zeiger et al., 1992; 厚生省, 1996b)。チャイニーズハム

スター肺線維芽細胞 (CHL 細胞) 及びチャイニーズハムスター卵巣線維芽細胞 (CHO 細胞) を

用いた染色体異常試験でも陰性であった (U.S. NTP, 2001; 厚生省, 1996c)。また、ヒトリンパ球

細胞を用いた姉妹染色分体交換試験でも陰性であった (Norppa and Tursi, 1984; Norppa and 

Vainio, 1983) が、CHO 細胞を用いた試験では S9 添加条件下で、陽性の結果が得られた (U.S. 

NTP, 2001)。 

一方、in vivo 試験では、マウスを用いた 13 週間吸入による小核試験が行われており、雄では

陰性、雌では 1,000 ppm で陽性の結果が得られた (U.S. NTP, 2001)。 

 

以上、in vitro 試験ではバクテリアを用いた復帰突然変異試験、培養細胞を用いた染色体異常

試験、ヒトリンパ球を用いた姉妹染色分体交換試験など多くの試験で陰性を示すが、一方では

CHO 細胞を用いた姉妹染色分体交換試験では S9 添加条件下で陽性を示す。in vivo 試験では、

マウスを用いた小核試験で雄では陰性、雌では陽性を示す。したがって、一部の試験では陽性

を示すものの、多くの試験で陰性の結果が示されているため、遺伝毒性を有さないと考えられ

るが、in vivo 試験の情報量が少ないため、現時点での遺伝毒性の有無は判断できない。 

 

表 7-6 α-メチルスチレンの遺伝毒性試験結果 

 試験系 試験材料 処理条件 用量 
結果 

－S9 +S9 
文献 

ネズミチフス菌

TA98、TA100、
TA1535、TA1537

プレート法 12.5 - 400  
μg/plate 

 
－   － 
 

厚 生 省 , 
1996b 

ネズミチフス菌

TA97 、 TA98 、

TA100、TA1535

プレート法 10 - 100  
μg/plate 

 
－   － 
 

Zeiger et 
al., 1992 

ネズミチフス菌

TA97 、 TA98 、

TA100、TA1535

プレインキ

ュベーショ

ン法 

1 - 3,333  
μg/plate 

－   － U.S. NTP, 
1988 

復帰突然変異

試験 

大腸菌 プレート法

ラット S9 
12.5 - 400 
μg/plate 

 
－   － 

厚 生 省 , 
1996b 

処理時間 
6 時間 

S9-: 40、90、
170 μg/mL 
S9+: 60、120、
230 μg/mL 
 

 
－   － 

処理時間 
24 時間 

40、90、170 
μg/mL 

 
－   ND 

CHL 細胞 

処理時間 
48 時間 

40、90、170 
μg/mL 

 
－   ND 

厚 生 省 , 
1996c 

in 
vitro 

染色体異常試

験 

CHO 細胞 処理時間 
10-12 時間 
ラット S9 

S9-: 37.7 、

50.3、125.7、
251.3 μg/mL

－   － U.S. NTP, 
2001 
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 試験系 試験材料 処理条件 用量 
結果 

－S9 +S9 
文献 

CHO 細胞 処理時間 
10-12 時間 
ラット S9 

S9-: 16.7、50、
166.7 μg/mL
S9+: 50 、

124.4 、 149.9 
μg/mL 

－   ＋ U.S. NTP, 
2001 

処理時間 
48 時間 
(S9 の存在

不明) 

0.1 - 10 mM －   － Norppa & 
Vainio, 
1983 

処理時間 
48 時間 
(S9 の存在

不明) 

ND －   － Norppa & 
Tursi, 1984

姉妹染色分体

交換試験 

ヒトリンパ球 

処理時間 
48 時間 
(S9 の存在

不明) 
全血培養下

のサンプル

を使用 

ND －   － Norppa & 
Tursi, 1984

in 
vivo 

小核試験 マ ウ ス末 梢 血 
(雌雄) 

吸入 
13 週間 
6 時間/日、5
日間/週 

0、75、150、
300 、 600 、

1,000 ppm 

  ＋ 
（雄では陰

性、雌では

陽性） 

U.S. NTP, 
2001 

+: 陽性， －: 陰性， ND: データなし 
CHL 細胞: チャイニーズハムスター肺線維芽細胞 
CHO 細胞: チャイニーズハムスター卵巣線維芽細胞 

 

 

7.3.7 発がん性 

α-メチルスチレンの実験動物に対する発がん性試験結果を表 7-7 に示す。 

α-メチルスチレンの発がん性については、現在 U.S. NTP による試験データのみが報告され

ているが、現段階 (2007 年 9 月) では「Draft Report」として公表されているため、最終報告書

の公表を待つ必要がある。本評価書では、十分な信頼性は確保されていないが、暫定的に「Draft 

Report」の内容を以下に概説する。 

雌雄 B6C3F1 マウスにα-メチルスチレン 0、100、300、600 ppm (0、491、1,473、2,946 mg/m3) 

を 6 時間/日、5 日間/週の頻度で 105 週間吸入暴露した試験で、100 ppm 以上の雌雄の群 (300 ppm

群の雄は除く) に肝細胞腺腫及びがんの発生頻度に有意な増加がみられた。この結果より、NTP

は肝細胞腺腫及びがんの発生について、雄では「Equivocal evidence」、雌では「Clear evidence」

であると報告している (U.S. NTP, 2007)。 

雌雄 F344 ラットにα-メチルスチレン 0、100、300、1,000 ppm (0、491、1,473、4,910 mg/m3) 

を 6 時間/日、5 日/週の頻度で 105 週間吸入暴露した試験で、1,000 ppm の雄の群に尿細管腺腫

及びがんの発生頻度に有意な増加、単核細胞白血病の発生頻度に有意な増加がみられた。この

結果より、NTP は腎臓の尿細管腺腫及びがんの発生について、雄では「Some evidence」、雌で

は「No evidence」であると報告している一方、単核細胞白血病の発生については言及していな
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い (U.S. NTP, 2007)。 

 

国際機関等ではα-メチルスチレンの発がん性を評価していない (ACGIH, 2006; IARC, 2006; 

U.S. EPA, 2006; U.S. NTP, 2005; 日本産業衛生学会, 2006)。 

 

表 7-7 α-メチルスチレンの発がん性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

マウス 
B6C3F1 
雌雄 
各 50 匹/群 

吸入暴露 
(全身) 

105 週間 
5 日/週 
6 時間/日 
 

0、100、300、
600 ppm (0 、

491 、 1,473 、

2,946 mg/m3) 

100 ppm 以上:  
雌雄: 肝細胞腺腫及びがん発生頻度の有意

な増加 (300 ppm 群の雄は除く) 
 
濃度 (ppm)   0    100    300    600     
 
105 週生存率:  

雄:       35/50  32/50  40/50  36/50 
雌:       39/50  38/50  37/50  37/50 

 
好酸性変異細胞巣:  

雄:        ND   ND    ND    ND 
雌:       2/50   5/50   7/50   12/50 

肝細胞腺腫:  
雄:        ND   ND    ND    ND 
雌:       10/50  20/50  21/50  23/50 

肝細胞がん 
雄:        ND   ND    ND    ND 
雌:       3/50   9/50   6/50   18/50 

肝細胞腺腫及びがん 
雄:       28/50  36/50  33/50  37/50 
雌:       13/50  26/50  24/50  33/50 

 
肝細胞腺腫及びがんの発生について、雄では

「Equivocal evidence」、雌では「Clear evidence」
であると報告している。 

U.S. NTP, 
2007 1) 
 

ラット 
F344 
雌雄 
各 50 匹/群 

吸入暴露 
(全身) 

105 週間 
5 日/週 
6 時間/日 
 

0、100、300、
1,000 ppm (0、
491 、 1,473 、

4,910 mg/m3) 

1,000 ppm:  
 雄: 尿細管腺腫及びがん発生頻度の有意な

増加、単核細胞白血病の有意な増加 
 
濃度 (ppm)   0    100    300    1,000   
 
105 週生存率: 

雄:       27/50  32/50  23/50  22/50 
雌:       27/50  24/50  36/50  26/50 

 
腎臓への影響 
 
尿細管腺腫:  

雄:       1/50   2/50   2/50   5/50 
雌:        ND   ND    ND    ND 

尿細管腺腫及びがん:  
雄:       1/50   2/50   3/50   7/50 
雌:        ND   ND    ND    ND 

 
血液系への影響 
 
単核細胞白血病 

U.S. NTP, 
2007 1) 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
雄:  26/50  32/50  29/50  38/50 
雌:   ND   ND    ND    ND 

 
尿細管腺腫及びがんの発生について、雄では

「Some evidence」、雌では「No evidence」であ

ると報告している。 

1) 現段階(2007 年 9 月)では、｢Draft Report｣のみ公表されているため、暫定的に｢Draft Report｣の記載内容に 
基づいてまとめた。 

ND: 「Draft Report」には記載なし  

 

 

7.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

α-メチルスチレンは、ヒトで経皮経路より吸収されるという報告がある。また、その代謝経

路は明らかにされていないが、尿中代謝物から推定されるα-メチルスチレンの代謝モデルによ

ると、シトクロム P450 によって代謝され、エポキシヒドラーゼによる加水分解を経て生成さ

れた 2-フェニル-1,2-プロパンジオールが、さらにグルクロン酸抱合を受ける。排泄に関しては、
14C-α-メチルスチレンをラットに静脈内投与した試験で、72 時間以内にその大部分 (86%) の

放射能が尿として排泄されており、体内残留は 0.3%であった。 

α-メチルスチレンは、ヒトにおいて、眼への刺激性を示す。また、接触性皮膚炎、湿疹、光

過敏症を生じ、感作性を有するとの報告もある。さらに、職業暴露による肝機能障害、ビタミ

ン B12 の欠乏、免疫学的変化を生じるという報告もあるが、詳細は不明である。 

実験動物に対する急性毒性は、経口経路の LD50 はマウスで 4,500 mg/kg、ラットで 4,900～

5,900 mg/kg であり、吸入経路の LC50 は報告されていないものの、LCLo はモルモットで 14,490 

mg/m3 であるとの報告がある。また、その毒性症状は経口経路で自発運動低下、衰弱、肺の出

血、肝臓及び脾臓の斑状模様、胃腸の膨満、腎臓のうっ血、膀胱の膨満がみられ、吸入経路で

は、協調運動失調、衰弱、感覚消失がみられている。また、経皮経路では、投与部位の紅斑等

の刺激性影響に加え、けいれん、肝臓及び腎臓の変色、脾臓及び腎臓のうっ血、胆のうの肥大、

胃腸炎がみられている。 

α-メチルスチレンはウサギの皮膚に対して腐食性、眼に対して刺激性を示す。 

α-メチルスチレンの実験動物に対しての感作性に関する報告はない。α-メチルスチレンの

反復投与毒性については、経口投与では主な標的器官は肝臓と腎臓であり、肝臓及び腎臓の重

量増加、肝細胞の好酸性変化と尿細管上皮の硝子滴増加がみられている。また、吸入暴露では

これらの症状に加えて嗅上皮の萎縮や硝子変性、性周期の長期化、運動失調等の神経系への影

響がみられている。経口投与による反復投与毒性の NOAEL は、ラットによる試験から 40 mg/kg/

日である。また、吸入暴露での反復投与毒性については、U.S. NTP の試験データが、2007 年 9

月現在、「Draft Report」として NTP から公表されているものであり、最終報告書の公表を待つ

必要があるが、本評価書ではマウスでの試験で、最低用量の 75 ppm で鼻部粘液分泌腺の萎縮

及び過形成、嗅上皮の萎縮及び化生、体重増加抑制がみられているので NOAEL は求められず、

暫定的に LOAEL を 75 ppm (368 mg/m3) と判断する。 

生殖・発生毒性に関しては、SDラットを用いた反復投与毒性・生殖発生毒性併合試験におい
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て、最高用量の1,000 mg/kgまで交尾率、受胎率、妊娠期間、黄体数、着床数、出産率、分娩率

に異常はみられていない。また、生存した新生児に関しても、出産児数、性比、出生率、外表、

一般状態、出生後の体重増加及び剖検に変化はみられていない。なお、1,000 mg/kg/日の2例の

雌に母動物への毒性による全新生児死亡がみられ、また、生存した新生児に軽度の低体重がみ

られたが、その後の体重増加に影響はみられていないことから、本物質は、試験の用量内では

生殖毒性、発生毒性ともに直接的に影響を与えないと判断した。したがって、NOAELは、生殖

毒性、発生毒性ともに1,000 mg/kg/日以上である。 

遺伝毒性は in vitro試験ではネズミチフス菌と大腸菌を用いた復帰突然変異試験、CHO細胞、

CHL 細胞を用いた染色体異常試験、ヒトリンパ球細胞を用いた姉妹染色分体交換試験では陰性

であるが、CHO 細胞を用いた姉妹染色分体交換試験では S9 添加条件下で陽性を示している。

in vivo 試験ではマウスを用いた小核試験で、雄では陰性、雌では陽性である。しかし、一部の

試験で陽性を示すものの、多くの試験で陰性の結果が示されているため、遺伝毒性を有さない

と考えられるが、in vivo 試験の情報量が少ないため、現時点で遺伝毒性の有無は判断できない。 

α-メチルスチレンの発がん性については、2007 年 9 月現在、U.S. NTP による試験データの

みが公表されているが、現段階では「Draft Report」として公表されているため、最終報告書の

公表を待つ必要がある。現時点で NTP は雄マウスでの肝細胞腺腫およびがんの発生については

「Equivocal evidence」、雌マウスでの肝細胞腺腫およびがんの発生については「Clear evidence」、

雄ラットでの尿細管腺腫およびがんの発生については「Some evidence」、雌ラットでの尿細管

腺腫およびがんの発生については「No evidence」と報告している。なお、国際機関等ではα-

メチルスチレンの発がん性を評価していない。 
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